
 
平 成 2 9 年 3 月 2 9 日 

住 宅 局 住 宅 政 策 課 
 

「空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案）」 
の策定・公表について 

～市町村と民間事業者の連携による空き家の利活用促進～ 
 

国土交通省は、市町村が空き家所有者情報を民間事業者等の外部に提供するに当たっ

ての法制的な整理、所有者の同意を得て外部に提供していく際の運用の方法及びその留

意点等を内容とする、「空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案）」を

策定しましたので、公表いたします。 

これにより、市町村と民間事業者等の連携による空き家の流通、利活用の促進が期待

されます。 
 
空き家対策については、除却のみならず、流通を中心とした利活用の促進が必要であり、その

ためには、宅地建物取引業者等の民間事業者等との連携が重要です。 
空き家の中には相続登記等がなされていないものもあり、所有者情報の把握に課題があったこ

とから、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（平成 26 年法律第 127 号）により、市町村の
税務部局が保有する課税情報を空き家対策のために市町村内部で利用することが可能となりま
した。 

しかし、課税情報を含む空き家所有者情報は、そのままでは、民間事業者等の外部に提供でき
ず、また、個人情報保護条例等に抵触するのではないか等の懸念から、空き家所有者情報の民間
事業者等への提供は進んでいませんでした。 

このため、市町村の空き家部局が収集・保有する空き家所有者情報を外部に提供するに当たっ
ての法制的な整理、所有者の同意を得て外部に提供していく際の運用の方法及びその留意点、市
町村における先進的な取組を内容とする、「空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン
（試案）」をとりまとめました。 

本ガイドライン（試案）を活用していただくことで、市町村と民間事業者等の連携による空き
家の流通、利活用の促進が期待されます。 

なお、本ガイドライン（試案）については、今後の各市町村の取組等を踏まえ、更なる内容の
充実を図る予定です。 

 

【添付資料】 

資料１：「空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案）」概要 

資料２：「空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案）」本文 

【公表 URL】 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000035.html 

【問い合わせ先】 
国土交通省 住宅局 住宅政策課 
住宅産業適正化推進官 清水、課長補佐 竹中、係長 猪野間 
代 表 03-5253-8111（内線：39213、39218、39244） 
直 通 (TEL)03-5253-8504  (FAX)03-5253-1627 
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空
き
家
所
有
者
情
報
の
外
部
提
供
に

関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（試
案
）
に
つ
い
て

平
成
２
９
年
３
月

国
土
交
通
省
住
宅
局

資
料
１



①
市
町
村
に
よ
る
空
き
家
の
特
定
・
所
有
者
調
査

（
課
税
情
報
も
活
用
）

②
空
き
家
所
有
者
に
外
部
提
供
の
意
向
確
認

③
空
き
家
所
有
者
の
同
意

④
所
有
者
情
報
を
提
供

⑤
事
業
者
と
所
有
者
の
接
触

空
き
家
所
有
者
情
報
の
外
部
提
供
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
試
案
）

○
空
き
家
対
策
に
つ
い
て
は
、
除
却
の
み
な
ら
ず
、
流
通
を
中
心
と
し
た
利
活
用
の
促
進
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め
に
は
、
宅
地
建
物
取
引
業
者
等

の
民
間
事
業
者
と
の
連
携
が
重
要
。

○
一
方
、
空
家
特
措
法
に
よ
り
、
市
町
村
の
税
務
部
局
が
保
有
す
る
課
税
情
報
を
、
空
き
家
対
策
の
た
め
に
市
町
村
内
部
で
利
用
で
き
る
こ
と
と
な
っ
た

が
、
課
税
情
報
を
含
む
空
き
家
所
有
者
情
報
は
、
そ
の
ま
ま
で
は
、
民
間
事
業
者
等
の
外
部
に
提
供
で
き
な
い
。

○
そ
の
た
め
、
空
き
家
所
有
者
情
報
を
外
部
に
提
供
す
る
際
の
法
制
的
な
整
理
、
所
有
者
の
同
意
を
得
て
外
部
に
提
供
し
て
い
く
際
の
運
用
の
方
法

及
び
そ
の
留
意
点
を
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
試
案
）と
し
て
と
り
ま
と
め
た
。
市
町
村
に
活
用
し
て
い
た
だ
き
な
が
ら
、
今
後
更
に
内
容
の
充
実
を
図
る
。

３
．
市
町
村
に
お
け
る
先
進
的
な
取
組

２
．
運
用
の
方
法
及
び
そ
の
留
意
点

１
．
法
制
的
整
理

・
「
空
き
家
部
局
に
所
属
す
る
者
」
が
、
税
務

部
局
か
ら
得
た
課
税
情
報
を
外
部
提
供
し
て

も
、
地
方
税
法
の
処
罰
の
対
象
に
な
る
こ
と

は
な
い
。

・
所
有
者
本
人
の
同
意
を
得
て
そ
の
同
意

の
範
囲
内
で
外
部
提
供
す
る
限
り
、
個
人

情
報
保
護
条
例
に
抵
触
す
る
こ
と
は
な
い
。

・
所
有
者
本
人
の
同
意
の
範
囲
内
で
外
部

提
供
す
る
情
報
は
「秘
密
」に
あ
た
ら
ず
、

地
方
公
務
員
法
に
抵
触
す
る
こ
と
は
な
い
。

地
方
税
法
（
秘
密
漏
え
い
）と
の
関
係

個
人
情
報
保
護
条
例
と
の
関
係

地
方
公
務
員
法
（
秘
密
を
守
る
義
務
）

と
の
関
係

①
情
報
の
提
供
先

例
：
〇
〇
協
会
△
△
支
部
及
び
所
属
事
業
者

②
提
供
先
に
お
け
る
利
用
目
的

③
提
供
さ
れ
る
情
報
の
内
容

例
：
氏
名
、
連
絡
先
、
利
活
用
の
意
向
、
物
件
情
報
等

空
き
家
所
有
者
の
同
意

民
間
事
業
者
等
と
の
連
携
方
法

（
１
）
同
意
取
得
の
相
手
方
：
所
有
者

ガ イ ド ラ イ ン の 概 要

（
３
）
同
意
取
得
の
方
法
：
書
面
が
望
ま
し
い

○
市
町
村
に
よ
る
民
間
事
業
者
の
登
録
制
度

や
市
町
村
と
事
業
者
団
体
と
の
協
定
等
が
考

え
ら
れ
る
（市
町
村
が
積
極
的
に
関
与
）

○
苦
情
対
応
や
ト
ラ
ブ
ル
防
止
に
配
慮
し
た

仕
組
み
づ
く
り
が
重
要

・
市
町
村
の
先
進
的
な
取
組
事
例
（京
都
市
、
松
戸
市
、
太
田
市
）を
、
そ
の
ス
キ
ー
ム
図
や
実
際

に
使
用
し
て
い
る
同
意
書
の
書
式
等
と
と
も
に
紹
介

事
業
者

　
　
所
有
者

税
務
部
局

空
家
部
局

②

③
④

①

⑤

空
き
家
所
有
者
情
報
の
外
部
提
供
ス
キ
ー
ム
（
イ
メ
ー
ジ
）

（
２
）
同
意
取
得
の
内
容
：

・
空
家
特
措
法
に
よ
り
、
課
税
情
報
を
行
政
内

部
で
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
当
該
情
報
を

基
に
空
き
家
所
有
者
本
人
へ
の
接
触
も
可
能
。

・
さ
ら
に
、
所
有
者
本
人
の
同
意
が
得
ら
れ
れ

ば
、
課
税
情
報
を
含
む
所
有
者
情
報
を
外
部

提
供
す
る
こ
と
も
可
能
。
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１
．
地
方
税
法
と
の
関
係

２
．
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
条
例
と
の
関
係

・
地
方
税
法
第
22
条
に
お
い
て
、
地
方
税
に
関

す
る
調
査
等
に
関
す
る
事
務
に
従
事
し
て
い
る
者

又
は
従
事
し
て
い
た
者
が
こ
れ
ら
の
事
務
に
関
し

て
知
り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
た
場
合
等
に
処
罰
す

る
旨
規
定
。

・
空
き
家
部
局
に
所
属
す
る
者
は
、
「地
方
税
に

関
す
る
調
査
等
に
関
す
る
事
務
に
従
事
し
て
い
る

者
又
は
従
事
し
て
い
た
者
」に
当
た
ら
な
い
。

・
こ
の
た
め
、
空
き
家
部
局
に
所
属
す
る
者
が
税

務
部
局
か
ら
得
た
課
税
情
報
を
外
部
提
供
し
て
も
、

地
方
税
法
第
2
2条
に
抵
触
し
な
い
。

【
地
方
税
法
（
抄
）
】

（
秘
密
漏
え
い
に
関
す
る
罪
）

第
2
2
条

地
方
税
に
関
す
る
調
査
（
不
服
申
立
て
に
係
る

事
件
の
審
理
の
た
め
の
調
査
及
び
地
方
税
の
犯
則
事

件
の
調
査
を
含
む
。
）
若
し
く
は
租
税
条
約
等
の
実
施
に

伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等

に
関
す
る
法
律
（
昭
和
4
4
年
法
律
第
4
6
号
）
の
規
定
に

基
づ
い
て
行
う
情
報
の
提
供
の
た
め
の
調
査
に
関
す
る

事
務
又
は
地
方
税
の
徴
収
に
関
す
る
事
務
に
従
事
し
て

い
る
者
又
は
従
事
し
て
い
た
者
は
、
こ
れ
ら
の
事
務
に
関

し
て
知
り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
、
又
は
窃
用
し
た
場
合
に

お
い
て
は
、
２
年
以
下
の
懲
役
又
は
1
0
0
万
円
以
下
の

罰
金
に
処
す
る
。

・
市
町
村
は
、
条
例
に
よ
り
個
人
情
報
の
取
扱
い

を
規
定
。

・
全
て
の
市
町
村
で
、
個
人
情
報
保
護
条
例
を
制

定
し
、
条
例
で
個
人
情
報
の
目
的
外
利
用
・外
部

提
供
を
制
限
。

・
一
般
的
に
そ
の
例
外
と
し
て
、
本
人
の
同
意
が

あ
る
場
合
を
規
定
。
当
該
規
定
の
あ
る
市
町
村
に

お
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
所
有
者
本
人
の
同
意
を

得
て
、
そ
の
同
意
の
範
囲
内
で
外
部
提
供
す
る

限
り
、
個
人
情
報
保
護
条
例
に
抵
触
し
な
い
と
考

え
ら
れ
る
。

【
京
都
市
個
人
情
報
保
護
条
例
（
抄
）
】

(個
人
情
報
の
利
用
及
び
提
供
の
制
限
)

第
８
条

実
施
機
関
は
、
個
人
情
報
取
扱
事
務
の
目
的
を

超
え
て
、
個
人
情
報
(特
定
個
人
情
報
を
除
く
。
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
同
じ
。
)を
当
該
実
施
機
関
内
で
利
用
し
、
又

は
当
該
実
施
機
関
以
外
の
も
の
に
提
供
し
て
は
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

(１
)
（
略
）

(２
)
本
人
の
同
意
が
あ
る
と
き
。

(３
)～
(５
)
（
略
）

２
・
３
（
略
）

３
．
地
方
公
務
員
法
と
の
関
係

・
地
方
公
務
員
法
第
34
条
第
１
項
に
お
い
て
、
職

員
は
、
職
務
上
知
り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な

ら
な
い
旨
規
定
。

・
「
秘
密
」と
は
、
「
一
般
的
に
了
知
さ
れ
て
い
な

い
事
実
で
あ
っ
て
、
そ
れ
を
一
般
に
了
知
せ
し
め

る
こ
と
が
一
定
の
利
益
の
侵
害
に
な
る
と
客
観
的

に
考
え
ら
れ
る
も
の
」と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
、
あ
ら

か
じ
め
、
所
有
者
本
人
の
同
意
を
得
て
、
そ
の
同

意
の
範
囲
内
で
所
有
者
情
報
を
外
部
提
供
す
る

場
合
、
所
有
者
本
人
の
権
利
利
益
を
不
当
に
損

な
う
お
そ
れ
が
あ
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い
た
め
、

「
秘
密
」
に
当
た
ら
な
い
。

・
こ
の
た
め
、
所
有
者
本
人
の
同
意
の
範
囲
内
で

外
部
提
供
す
る
場
合
は
、
地
方
公
務
員
法
第
34

条
第
１
項
に
抵
触
し
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

【
地
方
公
務
員
法
（
抄
）
】

（
秘
密
を
守
る
義
務
）

第
3
4
条

職
員
は
、
職
務
上
知
り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
て

は
な
ら
な
い
。
そ
の
職
を
退
い
た
後
も
、
ま
た
、
同
様
と
す

る
。

２
・
３
（
略
）

※
「特
定
個
人
情
報
」と
は
、
個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）を
そ
の
内
容
に
含
む
個
人
情
報

参
考
１
：
法
制
的
整
理
に
つ
い
て

○
空
家
等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法

・
空
家
特
措
法
第
10
条
に
よ
り
、
市
町
村
の
税
務
部
局
が
保
有
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
情
報
を
、
法
律
の
施
行
の
た
め
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
市
町
村
内
部

で
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
当
該
情
報
を
基
に
空
き
家
所
有
者
本
人
へ
の
接
触
も
可
能
と
な
っ
た
。

【
空
家
等
対
策
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
抄
）
】

（
空
家
等
の
所
有
者
等
に
関
す
る
情
報
の
利
用
等
）

第
1
0
条

市
町
村
長
は
、
固
定
資
産
税
の
課
税
そ
の
他
の
事
務
の
た
め
に
利
用
す
る
目
的
で
保
有
す
る
情
報
で
あ
っ
て
氏
名
そ
の
他
の
空
家
等
の
所
有
者
等
に
関
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
こ
の

法
律
の
施
行
の
た
め
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
そ
の
保
有
に
当
た
っ
て
特
定
さ
れ
た
利
用
の
目
的
以
外
の
目
的
の
た
め
に
内
部
で
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
・
３
（
略
）
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参
考
２
：
運
用
の
方
法
及
び
そ
の
留
意
点
、
市
町
村
の
先
進
的
な
事
例

●
民
間
事
業
者
等
と
の
連
携
方
法

○
市
町
村
が
積
極
的
に
関
与
す
る
と
と
も
に
、
苦
情
対
応
や
ト
ラ
ブ
ル
防
止
に
配
慮
し
な

が
ら
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
仕
組
み
と
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

【市
町
村
が
登
録
し
た
者
（例
：京
都
市
の
空
き
家
相
談
員
）に
情
報
提
供
す
る
場
合
】

・
実
施
要
領
等
に
よ
り
、
制
度
と
し
て
定
め
、
公
開

・
個
人
情
報
取
扱
い
や
登
録
抹
消
に
係
る
規
定
の
明
示
や
、
登
録
等
事
業

者
へ
の
研
修
等
に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル
防
止
、
相
談
窓
口
設
置
に
よ
る
苦
情
対
応

【民
間
事
業
者
団
体
に
情
報
を
提
供
す
る
場
合
】

・
市
町
村
と
民
間
事
業
者
団
体
間
で
協
定
を
締
結
し
、
公
開

・
秘
密
保
持
違
反
の
場
合
の
対
応
等
に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル
防
止
、
相
談
窓
口
設

置
に
よ
る
苦
情
対
応
等
に
つ
い
て
、
取
り
決
め

等

①
駅
周
辺
な
ど
利
便
性
が
高
い
地
域
等
を
重
点
取
組
地
区
に
設
定

②
課
税
情
報
も
活
用
し
，
重
点
取
組
地
区
の
空
き
家
所
在
地
及
び
空
き
家
所
有
者
を
調
査
し
，
活
用
を
働
き
か
け

③
活
用
意
向
が
あ
る
場
合
，
地
域
の
空
き
家
相
談
員
（
宅
地
建
物
取
引
士
）
に
取
り
次
ぎ

概 要

２
．
活
用
の
働
き
か
け

空
き
家
所
有
者

都
市

計
画

局
ま
ち
再
生
・
創
造
推
進
室

行
財
政
局
税
務
部

京
都

市

重
点
取
組
地
区

３
．
利
活
用
の
意
向

地
域
の
空
き
家
相
談
員

( 
２
９
７
名

)

４
．
相
談
員
取
り
次
ぎ

（所
有
者
同
意
が
前
提
）

１
．
空
き
家
調
査

各
種
情
報
と
現
地
調
査
に

基
づ
き
特
定

５
．
報
告

情
報
提
供

・
駅
周
辺

5
0

0
m
圏
内

・
平
成
２
８

年
度
は
，

4
ヶ
所
（
北

大
路
駅
，
二

条
駅
，
丹
波

橋
駅
，
桂
駅

周
辺
）
設
定

課
税
情
報

消
防
局

空
き
家
情
報

上
下
水
道
局

水
道
閉
栓
情
報

相
談
対
応

●
空
き
家
所
有
者
の
同
意

（１
）同
意
取
得
の
相
手
方

○
同
意
取
得
の
相
手
方
は
、
空
き
家
の
所
有
者

○
共
有
の
場
合
は
、
共
有
者
全
員
か
ら
同
意
を
得
る
こ
と
が
原
則
で
あ
る

が
、
共
有
者
の
一
部
か
ら
同
意
を
得
ら
れ
た
場
合
に
は
当
該
者
の
氏
名
や

連
絡
先
を
外
部
提
供
す
る
こ
と
は
可
能
。

（２
）同
意
取
得
の
内
容

○
①
情
報
の
提
供
先
、
②
提
供
先
に
お
け
る
利
用
目
的
、
③
提
供
さ
れ
る

情
報
の
内
容
を
明
示
の
上
、
同
意
を
取
得
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
情
報
の
提
供
先
に
つ
い
て
は
、
必
ず
し
も
個
別
の
事
業
者
名
を
記
載
す

る
必
要
は
な
く
、
「○
○
協
会
△
△
支
部
及
び
所
属
事
業
者
」な
ど
で
の
記

載
も
可
能
。

○
空
き
家
部
局
が
他
部
局
等
か
ら
得
た
空
き
家
所
有
者
情
報
に
は
、
住
所

や
氏
名
の
情
報
は
あ
っ
て
も
、
連
絡
先
（メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
）や
空
き
家
等
の

状
況
、
空
き
家
に
な
っ
た
時
期
等
の
情
報
が
な
い
場
合
も
多
い
た
め
、
こ
う

し
た
情
報
を
所
有
者
か
ら
取
得
し
、
当
該
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
も
有
益
。

（３
）同
意
取
得
の
方
法

○
後
日
の
ト
ラ
ブ
ル
防
止
等
の
観
点
か
ら
、
口
頭
で
は
な
く
、
書
面
で
行
う
こ

と
が
望
ま
し
い
。

運
用
の
方
法
及
び
そ
の
留
意
点

京
都
市
の
例

3



 

 

 

 

 

 

空き家所有者情報の外部提供に 

関するガイドライン（試案） 

 

 

 

 

平成 29 年 3 月 
国土交通省 住宅局 

資料２ 



 

 

 目次 

本編 .......................................................................................................................... 1 

第１章 趣旨・目的 ................................................................................................. 1 

第２章 空き家所有者情報の外部提供に関する法制的整理 .................................... 3 

（１） はじめに .................................................................................................... 3 
（２） 地方税法との関係 ...................................................................................... 4 
（３） 個人情報の保護に関する条例との関係 ...................................................... 4 
（４） 地方公務員法との関係 ............................................................................... 6 

第３章 空き家所有者情報の外部提供に関する運用の方法及びその留意点 ........... 8 

（１） はじめに .................................................................................................... 8 
（２） 空き家等の特定・所有者調査 .................................................................... 9 
（３） 空き家所有者の同意 .................................................................................. 9 
（４） 民間事業者等との連携方法 ...................................................................... 12 

第４章 市町村における取組事例 ......................................................................... 15 

事例１ 京都府京都市の取組事例 ......................................................................... 16 
事例２ 千葉県松戸市の取組事例 ......................................................................... 18 
事例３ 群馬県太田市の取組事例 ......................................................................... 20 

参考資料 ................................................................................................................. 23 

取組事例 様式集 ................................................................................................. 23 

（１） 京都府京都市 ........................................................................................... 23 
（２） 千葉県松戸市 ........................................................................................... 30 
（３） 群馬県太田市 ........................................................................................... 35 

 



   

   
1 

 本 編  

第１章 趣旨・目的 

全国における空き家の総数は、住宅・土地統計調査（総務省）によると、平成 25 年

時点で約 820 万戸、そのうち売却用・賃貸用等を除いた「その他空き家」は約 320 万

戸となっている。人口減少の急速な進展等により、今後、空き家の数が更に増加し、

安全性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害等多岐にわたる問題が一層深刻化するこ

とが懸念されるところである。 
こうした中、空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進すること等を目的と

して、平成 26 年 11 月に｢空家等対策の推進に関する特別措置法｣（平成 26 年法律第

127 号。以下｢特措法｣という。）が制定、平成 27 年５月に完全施行され、各市町村（特

別区を含む。以下同じ。）では、この特措法を活用しながら、地域のまちづくり・住ま

いづくりとして空き家の計画的な除却・活用に取り組んでいるところである。 
一方、空き家問題への対応に当たっては、除却のみならず、流通を中心とした利活

用の促進が必要であり、このためには、宅地建物取引業者等の民間事業者等と連携し、

そのノウハウを活用していくことが重要である。 
空き家の中には相続登記等がなされていないものもあり、所有者情報の把握に課題

があったことから、特措法第 10 条により、法律の施行のために必要な限度において、

課税情報をはじめとした空き家・空き店舗等の所有者等に関する情報を空き家対策の

ために行政内部で利用することが可能となったところである（以下、税務部局から提

供された課税情報をはじめとした空き家部局が保有する空き家等の所有者等に関す

る情報を｢空き家所有者情報｣という。）。 
しかしながら、個人情報保護条例等に抵触するのではないか等の懸念から、空き家

所有者情報の民間事業者等への提供は進んでいなかった。 
こうした中、一部の市町村では、空き家所有者情報について、所有者の同意を得た

上で民間事業者等に提供する等、空き家の流通を促進するための先行的な取組を開始

しているところである。こうした取組は、空き家所有者情報を民間事業者等に提供す

ること等を通じて空き家を放置している所有者にその利活用を促すものであり、空き

家問題への対応、更には既存住宅流通市場を活性化する観点から極めて有用である。 
こうした状況を踏まえ、空き家所有者情報の外部提供による空き家の利活用を全国

的に促進していく観点から、外部提供する場合の留意点を国が示すこととしたもので

ある。具体的には、特措法第 10 条に基づくものを中心に、空き家部局が収集・保有す

る空き家所有者情報を外部提供するに当たっての法制的な論点を整理するとともに、

市町村の先行的な取組を踏まえつつ、外部提供に当たっての留意すべき点を示すもの

である。 
各市町村においては、このガイドライン（試案）を踏まえ、地域の実情に応じた仕
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組み作りを行っていただくことが望ましい。 
なお、このガイドライン（試案）については、総務省と調整済みであること、また、

現段階では試案として公表するものであり、今後の各市町村の取組等を踏まえ、平成

29 年度内を目途に内容の充実を図る予定であることを申し添える。 
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第２章 空き家所有者情報の外部提供に関する法制的整理 

（１） はじめに 

市町村の空き家部局が空き家所有者情報を把握する手段としては、不動産登記簿情

報や住民票情報等を利用するだけでなく、固定資産課税台帳に記載された情報の一部

を活用することが考えられる。 
このような空き家所有者情報は、特措法第 10 条により、法の施行のために必要な

限度において市町村が行政内部で利用できることとなった。また、市町村（空き家部

局）は、この所有者情報を基に、空き家所有者本人へ接触することも可能となったと

ころである。 
本章では、市町村（空き家部局）がこの所有者情報をさらに外部に提供する際に留

意が必要な法制的観点として、地方税法、個人情報の保護に関する条例及び地方公務

員法との関係について、それぞれ整理をする。 
 
【空家等対策の推進に関する特別措置法（抄）】 
 （空家等の所有者等に関する情報の利用等） 
第 10 条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有 

する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律
の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外
の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているも
ののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののため
に利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者
等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律
の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、
関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要
な情報の提供を求めることができる。 

 
【「固定資産税の課税のために利用する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の

内部利用等について」（平成 27 年２月 26 日各都道府県・政令市空家等施策担当部長
宛て国土交通省住宅局住宅総合整備課長・総務省自治行政局地域振興室長通知）（抄）】 

 ３ 把握した情報の活用 
  １により固定資産税関係所有者情報を空家等施策担当部局が利用することができ

るのは、法の施行のために必要な限度においてであり、例えば、空家等担当部局が空
家等に係る固定資産税の納税義務者本人又は必要な場合における納税管理人に対し、
空家等の所有者を確認するために連絡をとる場面において固定資産税関係所有者情
報を活用することは可能であるが、納税義務者本人又は必要な場合における納税管理
人以外に固定資産税関係所有者情報を漏らす行為は、法の施行のために必要な限度に
おいての利用とは解されない。 

  なお、正当な理由なく固定資産税関係所有者情報を漏らす行為は、地方公務員法第
34 条の守秘義務に違反することにも留意が必要である。 
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（２） 地方税法との関係 

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 22 条には、地方税に関する調査等に関する

事務に従事している者又は従事していた者がこれらの事務に関して知り得た秘密を

漏らした場合等に処罰する規定がある。一方、空き家部局が保有する空き家所有者情

報は、固定資産税の課税情報等、税務部局から得たものも多い。そのため、以下では、

空き家部局が税務部局から得た情報を外部提供する場合の地方税法第 22 条との関係

について整理する。 
 
【地方税法（抄）】 
（秘密漏えいに関する罪） 
第 22 条 地方税に関する調査（不服申立てに係る事件の審理のための調査及び地方税

の犯則事件の調査を含む。）若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及
び地方税法の特例等に関する法律 （昭和 44 年法律第 46 号）の規定に基づいて行う
情報の提供のための調査に関する事務又は地方税の徴収に関する事務に従事してい
る者又は従事していた者は、これらの事務に関して知り得た秘密を漏らし、又は窃用
した場合においては、2 年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 

 
地方税法第 22 条は、「地方税に関する調査等に関する事務に従事している者又は従

事していた者」がこれらの事務に関して知り得た秘密を漏らした場合等を処罰の対象

とするものであるが、空き家部局に所属する者は、「地方税に関する調査等に関する事

務に従事している者又は従事していた者」には当たらない。このため、空き家部局に

所属する者が、特措法第 10 条に基づき税務部局から得た情報を外部に提供したとし

ても、地方税法第 22 条の処罰の対象にはならない。 
なお、空き家部局が税務部局から得た情報は個人情報であり、また、外部提供を目

的としたものではないことから、その外部提供に当たっては、後述（３）の整理のと

おり、所有者本人の同意が必要となる。 
また、「固定資産税の課税のために利用する目的で保有する空家等の所有者に関す

る情報の内部利用等について」（平成 27 年２月 26 日各都道府県・政令市空家等施策

担当部長宛て国土交通省住宅局住宅総合整備課長・総務省自治行政局地域振興室長通

知）において、「空家等担当部局が納税義務者本人又は必要な場合における納税管理人

以外に固定資産税関係所有者情報を漏らす行為は、法の施行のために必要な限度にお

いての利用と解されない」との記載があるが、これは、所有者本人の同意を得ない場

合を前提としたものであり、後述のとおり、所有者本人の同意を得れば外部提供は可

能である。 
 

（３） 個人情報の保護に関する条例との関係 

空き家所有者情報は個人情報であり、市町村の保有する個人情報については、個人



   

   
5 

情報保護条例において、その取扱いが定められている。そこで、以下では、空き家所

有者情報を外部提供するに当たっての個人情報保護条例との関係について整理する。 
なお、ここでは、国の行政機関を対象とした「行政機関の保有する個人情報の保護

に関する法律」（平成 15 年法律第 58 号）の運用も参考に一般的な考え方を記載する

が、個人情報保護条例の運用に当たっては空き家部局と個人情報保護担当部局間でよ

く連携を図る必要がある。 
固定資産税の課税情報をはじめ市町村の空き家部局が保有する空き家所有者情報

の多くは、外部提供を目的として収集したものではない。このため、空き家所有者情

報を外部に提供することは、個人情報の目的外提供に当たる場合が多いと考えられる。 
現在、全ての市町村で個人情報保護条例が制定されており、また全ての市町村で法

令に基づく場合等を除き個人情報の目的外利用・外部提供が制限されているが、一般

的にその例外として「本人の同意があるとき」が規定されている。 
 

＜個人情報保護条例の例＞ 
【京都市個人情報保護条例（抄）】 

(個人情報の利用及び提供の制限) 
第８条 実施機関は、個人情報取扱事務の目的を超えて、個人情報（特定個人情報を除

く。以下この条において同じ。）を当該実施機関内で利用し、又は当該実施機関以外
のものに提供してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この
限りでない。 
(1) （略） 
(2) 本人の同意があるとき。 
(3)～(5)（略） 

２・３（略） 
 
このため、当該規定のある市町村においては、あらかじめ所有者本人の同意を取得

して、その同意の範囲内で外部提供する限り、個人情報保護条例に抵触することはな

いと考えられる。なお、同意を取得する際には、所有者との間で同意の有無について

トラブルを招かないよう、提供先や提供内容等について明示した上で同意を取得する

ことが必要と考えられる（同意を取得する際の留意点については、「第３章（３）空き

家所有者の同意」を参照。）。 
また、市町村の空き家部局が保有する空き家所有者情報に誤りがある可能性もある

ことや、その後の利活用に向けてメールアドレス等を把握することが有用な場合もあ

るので、市町村が保有していない情報を含め所有者に改めて記載してもらう方法を取

ることも考えられる。利用目的として、特定した第三者（外部）への提供を明示した

上で（行政内部の空き家対策の検討等にも活用する場合には、このことも利用目的と

して明示した上で）個人情報を取得すれば、利用目的内の提供となることから、当該

個人情報は、個人情報保護条例に基づく目的外利用・外部提供の制限に抵触する情報

ではなくなると考えられる。ただし、個人情報を外部に提供するということの重要性
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に鑑み、個人情報保護条例に基づく目的外提供の同意を取得する場合と同様に、提供

先や提供内容等を明示した上で、外部提供について所有者本人の同意を取得しておく

ことが望ましい。 
なお、このように新たに取得した個人情報については、空き家部局等が既に保有・

管理している空き家等に関するデータベースに組み入れることが多いと考えられる

が、それが個人情報の利用目的変更や記録項目の追加を伴うときは、個人情報保護条

例上、あらかじめ市町村長宛てに届出が必要となる場合があることに留意する必要が

ある。 
 
＜個人情報保護条例の例＞ 
【京都市個人情報保護条例（抄）】 
（個人情報取扱事務の届出） 
第７条 実施機関は、個人情報取扱事務を開始しようとするときは、あらかじめ、次の

各号に掲げる事項を市長に届け出なければならない。 
(1) 個人情報取扱事務の名称及び目的 
(2)～(3) （略） 
(4) 個人情報の項目 
(5)～(8) （略） 

２ 実施機関は、前項の規定により届け出た事項を変更し、又は届出に係る個人情報取
扱事務を廃止したときは、遅滞なくその旨を市長に届け出なければならない。 

３・４ （略） 
 

（４） 地方公務員法との関係 

地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 34 条第１項には、職員は、職務上知り

得た秘密を漏らしてはならないとの規定がある。そこで、以下では、空き家所有者情

報を外部提供する場合の当該規定との関係を整理する。 
 
【地方公務員法】 
（秘密を守る義務） 
第 34 条  職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

また、同様とする。 
２・３ (略)  

 
地方公務員法第 34 条第１項が定める「秘密」とは、行政実例によれば、「一般的に

了知されていない事実であって、それを一般に了知せしめることが一定の利益の侵害

になると客観的に考えられるもの」であるとされている（昭 30・２・18 自丁公発 23
号、大船渡市議会事務局長宛公務員課長回答「地方公務員法並びに地方税法の疑義に

ついて」）。 
この点、あらかじめ所有者本人の同意を取得して、その同意の範囲内で外部提供を

する場合、所有者本人の権利利益を不当に損なうおそれがあるとは認められないため、
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上記「一定の利益の侵害になると客観的に考えられる」とはいえないと考えられる。 
このため、所有者本人の同意の範囲内で外部提供する情報は「秘密」に当たらず、

地方公務員法第 34 条第１項の「秘密を漏ら」す行為には当たらないため、地方公務

員法第 34 条第１項に抵触することはないと考えられる。 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

8 国土交通省 住宅局 

第３章 空き家所有者情報の外部提供に関する運用の方法及びその留意点 

（１） はじめに 

この章では、第４章で事例紹介する京都市等における先行的な取組事例も参考に、

空き家所有者情報の外部提供に関する運用の方法及びその留意点を整理する。一般的

な流れはおおむね以下のとおりであり、これに沿って整理を行う。 
 
〈流れ〉 

<1> 空き家等の特定・所有者調査（課税情報も活用） 

 

<2> 空き家所有者に外部提供の意向確認・同意 

 

<3> 事業者との連携方法を固めた上で情報の外部提供 

 
〈基本スキーム〉 

上記の流れを踏まえた、空き家所有者情報の外部提供に関する基本スキームは、

以下のようなイメージである。 
 

①市町村による空き家の特定・所有者調査 
(課税情報も活用) 

②空き家所有者に外部提供の意向確認 
③空き家所有者の同意 
④所有者情報を提供 
⑤事業者と所有者の接触 
 

さらに、空き家対策を効果的・効率的に進める観点から、例えば、中心市街地や郊

外の団地等市町村の優先度の高い地区を「重点地区」として設定して集中的に取り組

むことも考えられる。 
この場合、基本スキームは上記のとおりであるが、このほか、民間事業者等が、当

該建築物が空き家と思われることを市町村に連絡し、当該事業者からの申請を受けて、

市町村が空き家かどうかの確認を取った上で、当該建築物が空き家であった場合は、

空き家所有者に利活用の意向を打診し、同意を取得して外部提供するスキームも考え

られる。しかしながら、この場合には、民間事業者等から申請のあった空き家のみが

対象となるため、市町村の空き家対策の優先度等に鑑みて非効率となる可能性がある

事業者 　　所有者

税務部局

空家部局

②

③

④

①

⑤
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こと、市町村においてその都度空き家か否かの調査を行う必要が生じると市町村の負

担が大きくなること、申請のあった民間事業者のみに情報提供する場合には特定の事

業者の営利行為に対する支援となりかねないことといった点をどのように解決して

いくかが今後の課題と考えられる。 
したがって、以下では主に基本スキームを念頭に置いて留意点を示すこととする。 
 

（２） 空き家等の特定・所有者調査 

空き家等の所在地の調査方法については、「地方公共団体における空き家調査の手

引き ver.1」（平成 24 年６月国土交通省住宅局）や「空家等に関する施策を総合的か

つ計画的に実施するための基本的な指針」（平成 27 年２月 26 日総務省・国土交通省

告示第１号）を参照いただきたい。 
空き家等の所有者の特定に当たっては、空き家部局と税務部局等の関係部局が連携

して取り組むことが重要である。なお、「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実

施するための基本的な指針」のほか、「所有者の所在の把握が難しい土地に関する探

索・利活用のためのガイドライン（第１版）」（平成 28 年３月所有者の所在の把握が

難しい土地への対応方策に関する検討会）も参考にされたい。空き地同様に、空き家

等の所有者の特定にも資するものである。 
 

（３） 空き家所有者の同意 

空き家等の所在地・所有者の特定後は、所有者情報を外部提供することについて、

所有者の同意を取得することが必要である。以下では、誰に、どのような内容につい

て、どのような方法で同意取得すればよいのか等について、その留意点を記載する。 
 

① 同意取得の相手方 

空き家所有者情報の外部提供についての同意を取得する相手方は、空き家の所有

者である。所有者が複数いる場合（共有の場合）には、共有者全員から同意を取得

することが原則である。同意を得られたのが共有者の一部のみである場合は、同意

を得られた共有者の氏名や連絡先を外部提供することが可能と考えられるが、同意

を得られていない共有者の氏名や連絡先は、本人の同意を得られていない以上、外

部提供できないと考えられる。 
 

② 同意取得の内容 
空き家所有者の同意を取得するに当たっては、少なくとも、 
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ⅰ 情報の提供先 
ⅱ 提供先における利用目的 
ⅲ 提供される情報の内容 
を明示した上で、同意を取得することが必要と考えられる。 

 
ⅰ 情報の提供先 

情報の提供先を明示するに当たっては、具体的に記載することが望ましい。必

ずしも個別の民間事業者名である必要はないと考えられるが、少なくとも、例え

ば「○○協会△△支部及び所属事業者」といった記載や「□□支部相談員」とい

ったように、提供先となり得る者の範囲が明確になるよう記載する必要があると

考えられる。 
また、民間事業者団体と協定を結んでいるような場合は、その旨も記載してお

くことや、さらには、協定や団体の概要が分かる資料を同封することも、所有者

の理解を得るために有効と考えられる。 
 
ⅱ 提供先における利用目的 

提供先における利用目的を明示する際には、例えば、（４）で後述するような協

定等に基づく業務として行われるものであれば、当該協定の内容等を添付した上

で、「○○業務の目的以外には利用しません」といった記載とすることも考えられ

る。 
 

ⅲ 提供される情報の内容 
どの情報が外部提供されるのかについては、所有者にも確実に認識してもらえ

るよう、分かりやすい形で明示しておくことが必要である。 
 

③ 同意の取得方法 
個人情報の目的外提供についての市町村の個人情報保護条例の運用状況を見る

と、同意は口頭で足りるとしている市町村も見受けられる。しかしながら、空き家

所有者情報の外部提供の場面では、後日のトラブル防止等の観点から、書面により

同意を取得することが望ましい。 
 

④ その他同意取得に当たっての留意点 

ⅰ 所有者の意向確認方法 
空き家等の所有者に外部提供の意向を確認する際には、単にその意向を確認す

るのではなく、市町村における空き家対策について理解を得るとともに、所有者
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の利活用の意向を高めるための意識啓発を行うことが重要である。 
このため、所有者に外部提供の意向を確認する前に、まず、京都市のようにア

ンケートを送付したり、太田市のように空き家活用に関する文書（助言通知）を

送付するといった方法も考えられる。また、定期的な働きかけとして、例えば固

定資産税納付書を送付する際にこうした書面を同封することも考えられる。 
意向を確認する際には、趣旨について十分理解いただくために制度の概要を紹

介するとともに、併せて市町村の空き家対策の取組や助成制度等を紹介すること

等、所有者の利活用の意向を高めるような工夫を行うことが望ましい。 
 

ⅱ 把握する情報内容 
所有者に外部提供の意向を確認する段階では、市町村において、住所や氏名と

いった情報は把握しているが、電話番号やメールアドレス等の連絡先や空き家等

の状況等の詳細に関しては把握していない場合も多いことから、空き家等の利活

用を効率的に進める観点からは、これらの情報を所有者に記載してもらうという

方法が実務上は効率的であると思われる（第２章（３）「個人情報の保護に関する

条例との関係」を参照）。ただし、この場合においても、個人情報保護条例に基づ

く目的外提供の同意を取得する場合と同様に、提供先や提供内容等を明示した上

で外部提供について所有者の同意を取得しておくことが必要である。 
また、例えば以下のような情報もあると、民間事業者等が利活用可能かどうか

を判断する際の材料になるものと考えられる。 

・ 権利関係 
・ 空き家等の所在地 
・ 空き家等の状況（用途、構造、土地面積、建物面積、間取り、建築時期等） 
・ 空き家になった時期 
・ 所有者の希望（賃貸か売却か、空き家・空き地バンクへの掲載の有無等） 
・ 物件の写真 

こうした情報の記載方法については、例えば空き家部局で保有している情報を

記載したものを送付し、所有者にはチェックだけしてもらうといったような工夫

を行えば、所有者の負担も軽くなるものと考えられる。 
なお、所有者が外部提供を希望しない場合であっても、上述の電話番号等の連

絡先、空き家の状況等の空き家部局がこれまで保有していない情報については、

今後の空き家対策のために有益な情報であるので、内部利用目的に限って所有者

から情報を提供してもらうことも考えられる。 
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（４） 民間事業者等との連携方法 

空き家所有者情報の提供先については、各市町村の取組の目的に応じて選定するこ

とが必要である。その際、空き家の利活用という観点からは、空き家の売却や賃貸、

リフォーム解体等が考えられるが、この他にも相続登記の問題、境界の問題、その他

法律問題等の解決等も考えられる。このような取組の目的に応じて、情報の提供先を

検討することが適当と考えられる。 
また、空き家所有者の様々な意向に応じることができるよう、複数分野の提供先を

用意しておくことや、同一分野であっても複数の事業者へ情報を提供する（所有者が

複数の事業者と接触できる）ことも考えられる。 
 
民間事業者等との連携方法としては、大きく分ければ、 

① 市町村に登録等をしている民間事業者に直接情報を提供する場合 

② 市町村と連携している民間事業者団体を通じて民間事業者に情報を提供

する場合 

の２類型が考えられる。第４章で紹介している事例で言えば、京都市の取組は①に、

松戸市や太田市の取組は②に該当する。 
 
以下では、両類型について留意点を記載していくが、どちらの類型による場合であ

っても、所有者に安心して同意してもらえるよう、 

・ 市町村が積極的に関与した仕組みとすることが望ましいこと 

・ 所有者とのトラブル防止に配慮したものとすることが重要であるととも

に、単なる事業者支援との誤解を招かないようにすること 

といった視点に留意しつつ、地域の実情に応じた仕組みとしていく必要がある。 
なお、空き家所有者情報の外部提供に関し既存の枠組みがある市町村においては、

これを必要に応じて修正をしつつ、活用していくことが効率的・効果的と考えられる。 
 

① 市町村に登録等をしている民間事業者等に直接情報を提供する場合 

事業者との連携方法として、市町村の空き家部局が、地域の空き家対策に協力す

る宅地建物取引士等の民間事業者等を登録等した上で、その登録等を行った事業者

（以下「登録等事業者」という。）に空き家所有者情報を提供して、当該登録等事業

者から所有者に連絡を取る方法が考えられる。こうした仕組みは、情報の提供先が

市町村に登録されている民間事業者等であることから、比較的所有者の同意を得や
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すいのではないかと考えられる。 
こうした仕組みとする場合には、例えば、以下のような点に留意することが望ま

しいと考えられる。 
 

（枠組み） 

・ 取組に当たっては、あらかじめ実施要領等により制度として定め、公開して

おくこと 
（トラブル防止） 

・ 制度には、目的、登録等事業者の役割や要件のみならず、個人情報の取扱い

に関する規定やふさわしくない行為を行った場合の登録等の取消に関する規

定を定めておくなど、制度上、トラブル防止に配慮したものとすること 
・ 登録等事業者に対しては、研修等により、個人情報保護制度等に関する知識・

理解を深めるよう努めること 
（苦情対応） 

・ 相談窓口を設けるなど、所有者から苦情等があった場合の対応をあらかじめ 
明確化しておくこと 

（提供する事業者の選定） 

・ 登録等事業者のうち、誰に、どのような方法で情報を提供するかについては、

所有者の活用方法等の意向（賃貸か売却か等）や空き家の所在地、事業者間の

公平性を踏まえつつ、適切に行うこと 
 

② 市町村と連携している民間事業者団体を通じて民間事業者に情報を提供する場合 

市町村が個々の民間事業者等に対してそれぞれ情報を提供することは市町村の

業務負担等から現実的ではないと考えられる。このため、市町村から地域の空き家

対策に協力する民間事業者団体等に対して情報提供を行い、当該事業者団体におい

て、空き家所有者の意向や、空き家の所在地といった地域性等も踏まえて団体の会

員の中からふさわしい事業者に提供することが現実的と考えられる。 
こうした仕組みとする場合は、例えば、以下のような点に留意することが望まし

いと考えられる。 
 

（枠組み） 

・ 市町村と事業者団体間で、地域における空き家対策に関する連携の「協定」

等を締結し、これを公開しておくこと 
（トラブル防止） 

・ 協定等には、目的、業務の内容のほか、個人情報の取扱いに関する規定（秘

密の保持）を定めておくこと 
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・ 秘密の保持に違反する等の問題があった場合の対応について、例えば、当該 
事業者には情報提供を行わないなど、市町村と民間事業者団体間で取り決めて

おくことが望ましいこと 
（苦情対応） 

・ 相談窓口を設けるなど、所有者から苦情等があった場合の対応について、市 
町村と民間事業者団体間で取り決めておくことが望ましいこと 

（提供する事業者の選定） 

・ 民間事業者団体の中で、提供される事業者をどのように選定するのか、事業

者から空き家所有者への接触はどのような方法で行われるのか等の具体の運

用の流れについて、市町村と民間事業者団体間で取り決めておくことが望まし

いこと 
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第４章 市町村における取組事例 

課税情報も活用しながら空き家所有者情報を外部提供していく取組については、京

都市をはじめ、いくつかの市町村で先行的な取組が始められているところである。 
本章では、他の市町村の参考に資するよう、特徴的な取組を行っている市町村の事

例を紹介する。 
 

（京都市の事例） 
京都市では、課税情報も活用して把握した空き家等の所有者に空き家の活用を働き

かけ、意向がある場合には、所有者の同意を取得して、「京都市地域の空き家相談員」

として市に登録されている宅地建物取引士に所有者情報等を取り次ぐといった取組

が行われている。市が主体的に関与しつつ、既存の制度を有効に活用している先行事

例である。 
 

（松戸市、太田市の事例） 
松戸市や太田市では、民間事業者団体と協定を締結した上で、課税情報も活用して

把握した空き家等の所有者に活用を働きかけ、意向がある場合には、所有者の同意を

取得して、当該団体に所有者情報等を提供するといった取組が行われている。 
この両市では、主に市町村から民間事業者団体へ情報提供された後、団体内部での

情報の取扱いに違いが見られる。松戸市の事例では、民間事業者団体があらかじめ選

定した特定の者（相談員）に情報提供されるのに対して、太田市では、民間事業者団

体によっては当該会員に広く情報提供されている。 
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事例１ 京都府京都市の取組事例 

京都市では、一定の業務経験を満たす宅地建物取引士に市が研修を行い、空き家

に関する所有者や地域の自治組織等からの相談に無料で対応する「京都市地域の空

き家相談員」として登録する制度※を設けている（平成 29 年２月時点で 297 人登
録）。この制度を活用し、平成 28年度より、市が空き家所有者に対し能動的に働き
かけることにより空き家の活用・流通を加速させる取組を行っている。 
※「京都市地域の空き家相談員登録等実施要領」（参考資料(１)①）。なお、相談後に、賃貸や売却、空き家 

の仲介等を依頼する場合は、通常の不動産取引に応じた料金が発生（参考資料(１)②）。 

 取組の概要 

 

 取組の詳細 
STEP.1 重点取組地区の選定 

「空き家等の需要が高いと考えられるターミナル機能を有する駅周辺」、「一戸建

て、長屋建ての家屋の割合が高い地域」、「水道閉栓情報等による空き家候補数が多

い地域」といった観点から、空き家の利活用の働きかけを市が直接行う重点取組地

区を設定する。 

① 駅周辺など利便性が高い地域等を重点取組地区に設定

② 課税情報も活用し、重点取組地区の空き家所在地及び空き家所有者を調査し、活用を働きかけ

③ 活用意向がある場合、地域の空き家相談員（宅地建物取引士）に取り次ぎ

概
要

２．活用の働きかけ

空 き 家 所 有 者

都 市 計 画 局
まち再生・創造推進室

行財政局税務部

京 都 市

重点取組地区

３．利活用の意向

地域の空き家相談員
( ２９７ 名 )

４．相談員取り次ぎ

（所有者同意が前提）

１．空き家調査

各種情報と現地調査に
基づき特定

６．報告

情報提供

・駅周辺

500m圏内

・平成２８

年度は、

4ヶ所（北

大路駅、二

条駅、丹波

橋駅、桂駅

周辺）設定

課 税 情 報

消防局

空 き 家 情 報

上下水道局

水道閉栓情報
５．相談対応



   

   
17 

STEP.2 空き家等の調査 

重点取組地区において、空き家等の所在地・所有者の調査を行う。その際、空き

家等の登記情報や特措法に基づく課税情報等を活用し、所有者情報（氏名、住所等）

を収集する。なお、調査が円滑に進むよう、あらかじめ、重点取組地区の自治組織

の役員に、事業概要、対象地域、調査日程等を説明し、自治組織の役員等より、必

要に応じて住民へ周知してもらう。 

STEP.3 所有者への働きかけ調査 

調査で把握した空き家所有者へアンケート（参考資料(１)③）を送付し、空き家等
の利用状況、活用意向、困っていること等を記載してもらう。その際、後日ヒアリ

ング調査に協力してもらえる場合には、電話番号等の連絡先も記載してもらう。 
連絡先の記載があった所有者等には電話をかけ、市の「空き家相談員」制度や改

修補助等の助成制度を伝えつつ、空き家等の活用を働きかける。 

STEP.4 「空き家相談員」への取り次ぎ 

空き家等の活用意向があり、「空き家相談員」への取り次ぎに同意が得られた場

合、取り次ぎを行う。 
「空き家相談員」に対して空き家が所在する小学校区、構造、所有者の意向等の

概要を示して希望者を募り、抽選等により取り次ぐ相談員を選定する。 
選定された「空き家相談員」には、所有者情報（氏名、住所）、物件情報（空き家

等の所在地、状態（写真）等）のほか、所有者の活用意向、困っていること等の情

報を取り次ぐ。 
選定された「空き家相談員」は、所有者へ連絡して、空き家等の活用について提

案する等、対応を行う。 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

18 国土交通省 住宅局 

事例２ 千葉県松戸市の取組事例 

松戸市では、平成 28 年５月に事業者団体と「空き家の有効活用等に関する相談
業務協定」（参考資料(２)①）を締結し、空き家の情報を当該事業者団体へ提供する
取組を行っている。 

 取組の概要 

 

 取組の詳細 
STEP.1 空き家の調査・所有者への働きかけ 

課税情報も活用しながら、空き家実態調査を実施。空き家所有者に対する助言・

指導の中で空き家所有者の意向を確認し、協定の趣旨と所有者の意向が一致した場

合に相談申込書兼情報提供同意書（参考資料(２)②）を送付。 

STEP.2 空き家所有者から市へ同意書の提出 

同意書の送付はＦＡＸや郵便、持参で受け付けている。同意書には、住所・氏名・

連絡先に加えて、空き家の詳細や、どのような方法で管理・処分を希望するかを記

載してもらう。 

① 課税情報も活用しながら、空き家所有者を調査

② 助言・指導の中で空き家所有者の意向を確認し、協定の趣旨と所有者の意向が一致した場合に

「相談申込書 兼 情報提供同意書」を送付

③ 情報提供の同意がある場合に事業者団体に情報提供

概
要

空 き 家 所 有 者

空 き 家 部 局

松 戸 市

宅地建物取引業協
会松戸支部

４．情報提供

６．報告

松戸市空き家の有効活用等に関する相談業務協定

・市から団体に対する情報の提供は無償で行う
・中立な立場で相談に応ずる（営業行為の禁止）
・協会及び相談員には守秘義務が課される
・団体が相談員を選定し、当該相談員に情報提供

登 記 情 報 等

５．相談対応

情報収
集課 税 情 報

１．空き家所有者調査

２．意向調査

３．利活用の意向・情報提供
同意

日々の指導・助言の中で空き家
所有者の意向を確認し、本協定
の趣旨と所有者の意向が一致し
た場合に申込兼同意書を送付

自治会や市民

から得た空き家

情報
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STEP.3 市から事業者団体への情報提供 

市は、所有者から得た同意書をＦＡＸにて事業者団体へ提供する。 

STEP.4 事業者団体から個別の相談員へ情報提供、相談員が空き家所有者へ連絡 

事業者団体は、会員の中から相談員を選定して情報提供し、相談員が空き家所有

者へ連絡する。 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

20 国土交通省 住宅局 

事例３ 群馬県太田市の取組事例 

太田市では、平成 28年 10月に策定した「太田市空家等対策計画」に基づき空家
対策に協力してもらう事業者団体と協定（参考資料(３)①）を締結し、空き家等の情
報を各事業者団体へ提供する取組を行っている。 

 取組の概要 

 

 取組の詳細 
STEP.1 空き家等の調査、空き家所有者への働きかけ 

課税情報も活用しながら、空き家実態調査を実施。これにより把握した空き家所

有者へ、空き家活用に関する文書（助言通知）を送付し、利活用を働きかけ。この

助言通知には、情報提供同意書（参考資料(３)②）や制度の紹介を同封するととも
に、市のＨＰに同意書の様式や市の送付先を公開している。なお、物件によっては、

多数の事業者が所有者へ連絡する可能性もあるため、あらかじめその旨を所有者に

注意喚起している（参考資料(３)③）。 

① 課税情報も活用しながら、空き家所有者を調査し、空き家の活用を促す文書を送付

② 空き家の活用を促す文書を見て市へ問合せ等を行った空き家所有者に

「情報提供同意書」を送付

③ 情報提供の同意がある場合に各事業者団体に情報提供

概
要

空 き 家 所 有 者

空 き 家 部 局

太 田 市

４．情報提供

６．報告

空き家等及び空家跡地の利活用の促進に関する協定書

・市から団体に対する情報の提供は無償で行う
・協会及び相談員には守秘義務が課される

※個別の事業者に対する取次方法は各団体の判断となっ
ている。団体によっては、個別の事業者に対し幅広く情報を
提供している。

５．相談対応

情報収
集

１．空き家所有者調査

２．活用の働きかけ

３．情報提供同意

・宅地建物取引業協会太田支部

・群馬県建設業協会太田支部

・大田広域建築業組合

・群馬弁護士会

・群馬県建築業組合連合会
太田・毛里田支部

・全日本不動産協会群馬県本部

空き家の活用を促す文書を送付
し、これを見て市へ問合せ等を
行った所有者に「情報提供同意
書」を送付

登 記 情 報 等

課 税 情 報

自治会や市民

から得た空き家

情報
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STEP.2 空き家所有者から市へ同意書の提出 

空き家所有者等は市へ情報提供同意書を提出する。同意書の送付はＦＡＸや郵

便、メールで受け付けている。同意書には、住所・氏名・連絡先に加えて、空き家

の詳細や、どのような方法で管理・処分を希望するかを記載してもらう。 

STEP.3 市から各事業者団体、各事業者団体から個別の会員へ情報提供 

市は、所有者から送付を受けた同意書や地図等を、ＦＡＸにて団体へ情報提供し、

これを受けた各事業者団体は、個別の会員へ情報提供を行う。 

STEP.4 個別の会員から空き家所有者へ連絡 

各事業者団体の会員は、提供された情報を基に物件を精査し、取り扱いを希望す

る場合は、当該会員が所有者等へ連絡する。どの会員と相談（契約）するかは所有

者が選択する。空き家の対応先が決まったら所有者等から市へ連絡する。 

  



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

22 国土交通省 住宅局 

（ポイント） 
上記で紹介した３市の先行的な取組について、ポイントに応じて比較すると、以下

のとおりである。 

① 課税情報の活用の有無（Ａ有 Ｂ無） 

② 所有者の同意の取り方（Ａ書面、Ｂ口頭） 

③ 外部への情報の提供方法 

（Ａ市から事業者に直接、Ｂ市から事業者団体経由で会員） 

④ 情報提供する事業者等の選定方法 

 
※ 空き家の情報や所有者の連絡先は紙で記載してもらい、外部提供に関する同意を取得する際は電話等で

行っている。 

 

市町村 ① ② ③ ④

京都市 A 　 Ａ+Ｂ※ Ａ 登録された相談員から抽選等

松戸市 A Ａ Ｂ 一人の会員を団体が選定

太田市 A Ａ Ｂ 団体ごとに異なる
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 参考資料 

取組事例 様式集 

（１） 京都府京都市 

①「京都市地域の空き家相談員登録等実施要領」（１/４） 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

24 国土交通省 住宅局 

①「京都市地域の空き家相談員登録等実施要領」（２/４） 
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①「京都市地域の空き家相談員登録等実施要領」（３/４） 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

26 国土交通省 住宅局 

①「京都市地域の空き家相談員登録等実施要領」（４/４） 
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②「京都市地域の空き家相談員について」（相談対応時に提示） 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

28 国土交通省 住宅局 

③「空き家活用に関するアンケート調査のお願い」（空き家所有者へ送付） 
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③「空き家活用に関するアンケート調査のお願い（つづき）」 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

30 国土交通省 住宅局 

（２） 千葉県松戸市 

①「空き家の有効活用等に関する相談業務協定書」 
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①「空き家の有効活用等に関する相談業務協定書（つづき）」 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

32 国土交通省 住宅局 

①「空き家の有効活用等に関する相談業務協定書（別記）」 
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①「空き家の有効活用等に関する相談業務協定書（別記つづき）」 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

34 国土交通省 住宅局 

②「空き家の有効活用等に関する相談申込及び情報提供同意書」 
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（３） 群馬県太田市 

①「空家等及び空家跡地の利活用の促進に関する協定書」 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

36 国土交通省 住宅局 

①「空家等及び空家跡地の利活用の促進に関する協定書（つづき）」 
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②「空き家等に関する情報提供同意書」（空き家所有者へ記入を依頼） 

 



空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（試案） 

38 国土交通省 住宅局 

③「空き家所有者（管理者）様へ」（市が提示する所有者への注意事項） 

 


